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１　指定申請等の手続きについて
(1)　事業者の要件について

　　　指定障害福祉サービス事業所及び指定障害者支援施設の開設に当たっては、障害者自立支援法（以下、「法」

という。）第29条に基づき、予め県の指定を受ける必要があります。指定に当たっての条件は、法第36条に基

づき、概ね次のとおりとなっています。



　　　※　障害者支援施設の指定に関しては、法第38条に規定されています。同条では法第36条第３項（第４号、第８号及び第11号を除く）を準用することとされています。

　　　なお、就労継続支援Ａ型に関しては、社会福祉法人以外の者が運営する場合には、専ら社会福祉事業を行

う者でなければなりません（指定基準第189条）。具体的には、特定非営利活動法人や公益社団（財団）法人

など、公益性の高い法人が要件となります。なお、それ以外の法人が運営する場合には、専ら社会福祉事業

のみ事業を実施する法人とする必要があります（収益事業、公益事業はできません。定款上への位置付け等

が求められます）。加えて、障害者の雇用の促進等に関する法律第44条に基づく特例子会社ではいけません。

　　　新規指定申請に当たっては、予め市町村障害福祉計画や県障害福祉計画との調整が必要になる場合があり

ます（特に、入所施設、生活介護及び就労継続支援Ｂ型の場合）ので、新規に事業を実施する場合には、市

町村との事前調整を経ることが大事です。
(2)　指定申請の手続きについて
　　事業者の指定は、事業所・施設が所在する広域振興局保健福祉環境部（盛岡、県南（奥州）、沿岸（釜石）、県北（久慈））及び沿岸・県北の保健福祉環境センター（大船渡、宮古は沿岸、二戸は県北）（以下、「所轄振興局等」という）が担当しています（平成22年度現在。※旧総合支局（花巻、北上、一関）は担当しません）。
　　新規に事業者の指定を申請する場合には、指定申請書提出の前に、予め所轄振興局等の担当職員との事前協議を行ってください。














【留意事項】

○　指定日は原則、所轄振興局等での決裁日またはそれ以降の日の事業開始日としますが、あらかじめ予定し

ている事業開始日を見込んで、ゆとりを持って協議・申請するようお願いします。

　（例：平成23年４月１日に指定を受けたい場合には、事前協議から少なくとも２ヶ月程度の日数を要する

ことを勘案し、遅くとも１月下旬には事前協議ができるよう準備願います）

○　申請時には、申請者（法人）の定款変更の手続きや、人員、設備について事業開始時点の状況が確定していることが原則となります。

（たとえば、施設等の改修等については、当該改修工事及び付随する建築基準法等関係法令上の手続きや検査、備品の設備等が完了していることをいいます。）

(3)　指定申請書類の作成と申請手続きについて

①　申請書類の作成と提出の手順について

ア　事業所ごとに申請書と誓約書を作成し、必要事項を記入する。

イ　サービスの種類ごとに付表と必要な添付書類を作成・準備する。

ウ　事業所ごと、サービスごとに申請書類を確認し、申請書ごとに、指定申請に係る添付書類一覧表の記載順にまとめる。

　　　エ　申請書類は正・副各１部準備します（「副本」は、指定指令書と併せて袋綴じの状態で返送します）。

なお、公文の写しや理事会議事録等を添付する場合には、原本証明が必要です。添付書類の余白に「本書は、正本と相違ないことを証明する。平成○○年×月◇日　社会福祉法人○○会理事長　※※※※　印」のように追記のうえ提出願います。

オ　申請書類提出の日時の予約を電話で行ない、指定された日時に持参し、提出する。

　　　　※事前に、所轄振興局等との間で協議がなされ、不備のないことが必要である。

②　申請書作成にあたっての注意事項

　　　　事業者・施設の指定は、事業所ごとに行なうこととなります。なお、同一施設・事業所において、複数の異なるサービスを提供する場合（多機能型事業所、障害者支援施設）には、各事業ごとに申請書類を作成して申請する必要があります。

　　　　なお、重複する添付資料は１部で差し支えありません。

	【申請書類作成例】
1つの事業所で、生活介護と就労移行支援を行なう場合の申請書類







※それぞれを指定申請に係る添付書類一覧表に記載している順にまとめる。（正副２部）。

※多機能型事業所の場合には、各付表に併せて総括表（付表１３）も添付してください。


　　　申請書類は、申請書ごとに、指定申請に係る添付書類一覧表に記載している順に、書類一式をまとめます。

③　申請受付時に、申請書類に不備があった場合の取扱いについて

申請に必要な書類が揃ってない場合や申請書やその添付書類の内容に重大な不備があるときは、「正本」「副本」ともにお返しします。

再度、必要な書類が揃った申請書が提出された時点で、「正本」と「副本」の両方に受付印を押印して、申請手続きは完了します。

(4)　指定変更申請及び更新について
　　①　指定変更申請について

　　法第37条１項に基づき、生活介護事業または就労継続支援Ｂ型事業（これを「特定障害福祉サービス事業」という）において利用定員を増とする変更を行う場合には、変更届の提出ではなく、指定変更申請を行う必要があります。指定障害者支援施設でサービス内容を変更するときや、入所定員を増とする場合も同様です（法第39条第１項）。

　　手続は、指定申請とほぼ同様です。ただし、所轄振興局等との事前協議の要否については、変更内容及び規模にもよりますので、予め担当にご確認ください。










　　②　更新について
　　　　法第41条に基づき、指定障害福祉サービス事業所は６年毎に更新が必要となります。更新申請の事務手続きについては、法第41条第３項が準用する第36条（指定障害福祉サービス事業所）、第38条（指定障害者支援施設）に基づき、指定申請と同様の手続きとなります。

　　　指定の有効期間の満了前１ヶ月前に指定申請と同じ書類（法規則第34条の21）（申請書類中、「指定」を「更新」に修正する）を用意し、所轄振興局等に提出のうえ、更新申請してください。


(5)　変更届の提出について
　　　変更届については、法第46条に規定されており、以下の事項について変更があった場合には、変更のあった日から10日以内に届出ることとされています。

	主　な　変　更　事　項

	１　事業所の名称

２　事業所（施設）の所在地

３　申請者の名称（ただし、合併等で運営法人が変更となる場合は、旧事業所の廃止、新事業所の指定の手続きとなることに留意）

４　主たる事業所の所在地

５　代表者の氏名及び住所

６　定款・寄付行為及びその登記簿の謄本又は条例等（指定に係る事業に関するもの）

７　事業所の平面図及び設備の概要

８　事業所の管理者の氏名及び住所

９　事業所のサービス管理（提供）責任者の氏名及び住所

10　主たる対象者

11　運営規程（運営規程を変更した場合には、理事会議事録等の添付をお願いします）
12　介護給付費等の請求に関する事項（※特に注意を要する事項）

13　事業所の種別（併設型・空床型の別）（※短期入所）

14　併設型における利用定員数又は空床型における当該施設の入所者の定員（※短期入所）

15　協力医療機関の名称及び診療体制及び支援の体制の概要

16　知的障害者援護施設等との連携体制（バックアップ体制）及び支援の体制の概要（※ＣＨ・ＧＨ）



　　変更事項に該当した場合には、変更届出書に、変更となった事項に係る関係書類を添付して所轄振興局等に提出してください。

○　例１：サービス管理責任者が異動で変更となった。

(提出書類)　変更届出書＋新任のサービス管理責任者の経歴書等

　　　　　⇒県では、新任のサービス管理責任者が法令・告示上適当な者であるか審査します。

　○　例２：共同生活援助事業所の共同生活住居において、１住居を増やし、定員を増とした。

　　　　(提出書類)変更届出書＋新住居の平面図＋住居構造を示す資料＋写真＋設備・備品等一覧＋運営規程＋従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表＋案内図又は位置図

　　　　　⇒県では、定員増に伴い人員基準を満たすか及び設備の基準に基づく設備を満たしているか等を審査します（基準上不備があると、事業運営等に影響を及ぼしますので、該当事案がある場合には、変更前に所轄振興局保健福祉環境部の審査を経たのち、届出てください）。

　　　　　　なお人員配置基準を見直した場合や加算を申請する場合には、これに加えて「介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書」の提出が必要です。





　※　書面審査の結果、変更届が適正である場合には、受理します（受理日は、書類を受付した日とは限りませんので注意願います）。不都合がある場合には、返戻のうえ、補正を求めます。
　　介護給付費等の請求（報酬単位の変更（増）や加算の届出）の場合には、「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う留意事項について」（平成18年10月31日付け障発第1031001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に基づき、報酬単位及び加算の報酬への反映が次の取扱となっていますので、特に注意願います。

　　各事業所にあっては、報酬への反映時期を見越して余裕を持って変更届を提出してください。

　

　なお、この報酬の適用時期は適切な届出があった場合であり、不備等が認められた場合には報酬算定月が延期となる場合があります。


　　例：平成21年度の就労移行支援事業の結果、就労移行支援体制加算を適用できるようになった。平成22年６月６日に県に届出したが、不備等があり25日に受理となった。この場合は８月から算定される。





　※　書面審査の結果届出が適正であり、受理した場合には、受理通知書に副本を添付（袋綴じ）のうえ、事業所に返送します（介護給付費等（報酬単位の変更（増）や加算の届出）の請求の届出に限る）。
(6)　廃止届、休止届及び指定辞退届について
　　　指定障害福祉サービス事業を廃止や休止する場合には、法第46条に基づき、10日以内にその旨所轄振興局等へ届出が必要です。障害者支援施設の場合には、法第47条に基づく指定の辞退届を３ヶ月以上の予告期間を設けて提出する必要があります。

なお、旧法指定施設が新体系に移行する理由などで旧法指定施設を廃止する場合には、旧法指定施設に係る指定の辞退届の提出が必要となっています（提出先：県南広域振興局は県南広域振興局保健福祉環境部、それ以外の地域は県庁障がい保健福祉課）。


(7)　その他各種届出について（県に提出するもの）
　　①　就職状況報告書

　　　　就労移行支援事業所、指定障害者支援施設（就労移行支援事業実施の場合）では、指定基準に則り、毎年就職した利用者の状況を所轄振興局等に報告する必要があります。
　　②　利用日数に係る特例の適用を受ける日中活動サービス等に係る届出書

　　　　「日中活動サービス等を利用する場合の利用日数の取扱いに係る事務処理等について」（平成18年９月

28日付け障障発第0928001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）に則り、事業運営上の理由から通所による利用日数の限度（各月の日数―８日）を越えてサービス提供する場合において、事業所が特定する３ヶ月以上１年以内の期間で原則の日数の総和の範囲内であれば、県（所轄振興局等）に届出ることでサービス提供できます。
　　　　県で審査の結果、適正と認められる場合には、受理通知を送付します。

　　③　就労継続支援Ａ型事業利用者負担減免措置実施届出書

　　　　「就労継続支援Ａ型事業における利用者負担減免事業実施要綱について」（平成19年７月31日付け障発第07031001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）に基づき、障害者雇用納付金制度で障害者を雇用する事業主に対し、障害者雇用調整金等が支給されている場合において、事業者の判断により利用料を免除する場合に、予め県（所轄振興局等）に届出るものです。

　　　※　提出部数は、正本１部で構いません。

２　指定申請・変更届に係る書類について
　(1)　生活介護

　　①　指定申請書類

　　　　指定生活介護事業の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	生活介護事業者の指定に係る記載事項
	付表３

	
	
	多機能型事業所の場合には、各事業の付表と付表13を併せて提出
	付表13

	
	３
	一体的に実施する従たる事業所の指定に係る記載事項

（従たる事業所を設置する場合に添付）
	付表３－２

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	事業所の内外の写真
	

	
	６
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	７
	管理者の経歴書
	参考様式５

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書

添付書類
	８
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者養成研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	10
	就任承諾書
	参考様式６

	
	11
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	12
	運営規程
	

	
	13
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	14
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	15
	組織体制図
	

	
	16
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	17
	生活介護計画書の様式（個別支援計画）
	

	
	18
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	19
	給与規程
	

	
	20
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	21
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	22
	案内図又は位置図
	

	
	23
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当がある場合）
	参考様式10

	
	24
	協力医療機関との契約内容
	


　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合（例：生活介護と就労継続支援Ｂ型）には、本事業の専用部分と共用部分とを色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	
○


	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	運営規程
	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。

　１　事業の目的及び運営の方針

　２　従業者の職種、員数及び職務内容

　３　営業日及び営業時間

　４　利用定員

　５　指定生活介護の内容並びに支給決定障害者から受領する費用及びその額

　６　通常の事業の実施地域

　７　サービスの利用に当たっての留意事項

　８　緊急時等における対応方法

　９　非常災害対策

　10　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類

　11　虐待の防止のための措置に関する事項

　12　その他運営に関する重要事項
	○
	○

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：専任(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)

・サービス管理責任者：１人以上は常勤

　　利用者数が60人以下：１人以上

　　利用者数が61人以上：利用者数が60を超えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上

・医師：利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数

・看護職員・理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

　：総数は、指定生活介護事業所又は指定生活介護の単位ごとに、常勤換算方法で、前年度の利用
	○
	○

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	勤務体制一覧表
	者の数に係る障害程度区分の平均値に応じた数

　平均値４未満：利用者の数を６で除した数以上

　平均値４以上５未満：利用者の数を５で除した数以上

　平均値５以上：利用者の数を３で除した数以上

看護職員は、単位ごとに１以上

　理学療法士又は作業療法士は、利用者に対して日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う場合は、単位ごとに、当該訓練を行うために必要な数

　生活支援員は、常勤で単位ごとに、１以上
※１　組織体制図を添付願います。

※２　医師等については、免許状等の写しを添付願います。
	○
	○

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	人員配置体制加算に関する届出書
	人員配置体制加算
	様式第７号

	
	人員配置体制加算に係る障害程度区分５・区分６等の割合

（通所事業所において人員配置体制加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を適用する場合）
	
	参考様式

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	５
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	６
	視覚障がい者、聴覚障がい者及び言語障がい者の状況
	視覚・聴覚障害者支援体制加算
	様式第９号

	７
	リハビリテーション加算に関する届出書
	リハビリテーション加算
	様式第10号

	８
	食事提供体制加算に係る体制
	食事提供体制加算
	様式第24号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　指定変更申請時
　　　　指定申請した内容のうち、生活介護サービスの量（利用定員）を増加しようとする場合は、指定変更の

申請が必要です。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者・障害者支援施設　指定申請書（変更）と付表３
	様式第１の２号

	申請書

添付書類
	１
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	２
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	４
	運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）
	


　　　　※　上記以外で、指定変更申請時に併せて変更事項がある場合には、変更事項も併せて添付願います。

　　④　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　　※　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　(2)　児童デイサービス

　　①　指定申請書類

　　　　指定児童デイサービスの指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	生活介護事業者の指定に係る記載事項
	付表４

	
	
	多機能型事業所の場合には、各事業の付表と付表13を併せて提出
	付表13

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書

添付書類
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	事業所の内外の写真
	

	
	６
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	７
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	８
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者養成研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	10
	就任承諾書
	参考様式６

	
	11
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	12
	運営規程
	

	
	13
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	14
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	15
	組織体制図
	

	
	16
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	17
	児童デイサービス計画書の様式（個別支援計画）
	

	
	18
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	19
	給与規程
	

	
	20
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	21
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	22
	案内図又は位置図
	


　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	運営規程
	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。

　１　事業の目的及び運営の方針

　２　従業者の職種、員数及び職務内容

　３　営業日及び営業時間

　４　利用定員（10人以上）

　５　指定児童デイサービスの内容並びに支給決定保護者から受領する費用及びその額

　６　通常の事業の実施地域

　７　サービスの利用に当たっての留意事項

　８　緊急時等における対応方法

　９　非常災害対策

　10　虐待の防止のための措置に関する事項

　11　その他運営に関する重要事項
	○
	○

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：常勤(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)

・サービス管理責任者：１人以上は常勤（専任）

・指導員又は保育士

　利用者10人まで：２人以上（常勤１人以上）

　利用者10を超えて５又はその端数を増すごとに１人以上を追加

※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください。
	○
	○

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）
	○
	

	資産の状況
	を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	
	

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	児童デイサービス事業における就学前児童の割合についての申出書
	児童デイサービス費（Ⅰ）
	様式第５号

	５
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	６
	指導員加配加算に関する届出書
	指導員加配加算
	様式第11号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します。
　(3)　短期入所

　　①　指定申請書類
指定短期入所事業の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	短期入所事業所の指定に係る記載事項
	付表５

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書

添付書類
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	事業所の内外の写真
	

	
	６
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	７
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	８
	運営規程
	

	
	９
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	10
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	11
	組織体制図
	

	
	12
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	13
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	14
	給与規程
	

	
	15
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	16
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	17
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当の場合のみ）
	参考様式10

	
	18
	協力医療機関との契約の内容
	

	
	19
	案内図又は位置図
	


　　　※　障害者支援施設等の空床型、併設型で事業を実施する場合において、障害者支援施設の指定申請と同一の資料を添付する場合には、省略ができます。

　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	運営規程
	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。

　１　事業の目的及び運営の方針

　２　従業者の職種、員数及び職務内容

　３　利用定員

　４　指定短期入所の内容並びに支給決定障害者から受領する費用及びその額

　５　サービスの利用に当たっての留意事項
	○
	○

	運営規程
	　６　緊急時等における対応方法

　７　非常災害対策

　８　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類

　９　虐待の防止のための措置に関する事項

　10　その他運営に関する重要事項
	
	

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：常勤

・生活支援員等（空床型及び併設型）

　入所施設と短期入所の利用者数を合わせた数を入所者の数とみなして当該施設として必要とされる数

・生活支援員（単独型）

　サービス提供時間帯に応じて、次に掲げる員数

　日中活動サービス中の場合：日中活動サービスの利用者数と短期入所の利用者数を日中活動サービスの利用者の数とみなして日中活動サービスで必要とされる数

　日中活動サービス中以外：利用者の数が６名以下は１名、利用者の数が６名を超えて６又はその端数を増すごとに１名の追加

※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください。
	○
	○

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	医療型短期入所事業所に関する体制届出書
	医療型短期入所サービス費（医療型特定短期入所サービス費を含む）
	様式第12号

	５
	栄養士配置加算及び栄養マネジメント加算に関する届出書
	栄養士配置加算
	様式第15号

	６
	食事提供体制加算に係る体制
	食事提供体制加算
	様式第24号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します。
　(4)　機能訓練
　　①　指定申請書類

　　　　指定機能訓練事業の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	２
	機能訓練事業者の指定に係る記載事項
	付表９

	
	
	多機能型事業所の場合には、各事業の付表と付表13を併せて提出
	付表13

	
	３
	一体的に実施する従たる事業所の指定に係る記載事項

（従たる事業所を設置する場合に添付）
	付表９－２

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	事業所の内外の写真
	

	
	６
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	７
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	８
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者養成研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	10
	就任承諾書
	参考様式６

	
	11
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	12
	運営規程
	

	
	13
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	14
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	15
	組織体制図
	

	
	16
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	17
	自立訓練（機能訓練）計画書の様式（個別支援計画）
	

	
	18
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	19
	給与規程
	

	
	20
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	21
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	22
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当の場合のみ）
	参考様式10

	
	23
	協力医療機関との契約の内容
	

	
	24
	案内図又は位置図
	


　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合（例：生活介護と就労継続支援Ｂ型）には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	運営規程
	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。

　１　事業の目的及び運営の方針

　２　従業者の職種、員数及び職務内容

　３　営業日及び営業時間

　４　利用定員

　５　指定機能訓練の内容並びに支給決定障害者から受領する費用及びその額

　６　通常の事業の実施地域

　７　サービスの利用に当たっての留意事項

　８　緊急時等における対応方法

　９　非常災害対策

　10　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類

　11　虐待の防止のための措置に関する事項

　12　その他運営に関する重要事項
	○
	○

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：専従(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)

・サービス管理責任者：１人以上は常勤

　　利用者数が60人以下：１人以上
	○
	

	勤務体制一覧表
	　　利用者数が61人以上：利用者数が60を超えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た
数以上

・看護職員・理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

　：常勤換算方法で、前年度の利用者の数を６で除した数以上（看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員のいずれも１人以上、かつ看護職員及び生活支援員は１人以上は常勤）

　理学療法士又は作業療法士の確保が困難な場合には、機能訓練指導員（日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する看護師等）を配置する。
・訪問による指定自立訓練（機能訓練）を併せて提供する場合には、上記に加えて生活支援員を１人以上配置する。

※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください
	○
	○

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	５
	視覚障がい者、聴覚障がい者及び言語障がい者の状況
	視覚・聴覚障害者支援体制加算
	様式第９号

	６
	リハビリテーション加算に関する届出書
	リハビリテーション加算
	様式第10号

	７
	機能訓練（訪問）における視覚障がい者に対する専門職員の配置届
	機能訓練サービス費（Ⅱ）視覚専門
	様式第19号

	８
	食事提供体制加算に係る体制
	食事提供体制加算
	様式第24号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します。
　(5)　生活訓練
　　①　指定申請書類

　　　　指定生活訓練事業（宿泊型自立訓練を含む）の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	指定生活訓練事業者の指定に係る記載事項
	付表10

	
	
	多機能型事業所の場合には、各事業の付表と付表13を併せて提出
	付表13

	
	３
	一体的に実施する従たる事業所の指定に係る記載事項

（従たる事業所を設置する場合に添付）
	付表10－２

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	事業所の内外の写真
	

	
	６
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	７
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	８
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者養成研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	10
	就任承諾書
	参考様式６

	
	11
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	12
	運営規程
	

	
	13
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	14
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	15
	組織体制図
	

	
	16
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	17
	自立訓練（生活訓練）計画書の様式（個別支援計画）
	

	
	18
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	19
	給与規程
	

	
	20
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	21
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	22
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当の場合のみ）
	参考様式10

	
	23
	協力医療機関との契約の内容
	

	
	24
	案内図又は位置図
	


　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	運営規程
	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。

　１　事業の目的及び運営の方針
　２　従業者の職種、員数及び職務内容
	○
	○

	運営規程
	　３　営業日及び営業時間
　４　利用定員

　５　指定生活訓練の内容並びに支給決定障害者から受領する費用及びその額

　６　通常の事業の実施地域

　７　サービスの利用に当たっての留意事項

　８　緊急時等における対応方法

　９　非常災害対策

　10　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類

　11　虐待の防止のための措置に関する事項

　12　その他運営に関する重要事項
	
	

	
	
	
	

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：専従(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)

・サービス管理責任者：１人以上は常勤

　　利用者数が60人以下：１人以上
　　利用者数が61人以上：利用者数が60を超えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た
数以上

・生活支援員

　：前年度の利用者の数を６で除した数以上（１人以上は常勤）

　健康上の管理等の必要がある利用者がいるために看護職員を必要とする事業所においては、生活支援員及び看護職員に総数は、常勤換算方法で、前年度の利用者の数を６で除した数以上（生活支援員及び看護職員それぞれ１人以上）

・訪問による指定自立訓練（生活訓練）を併せて提供する場合には、上記に加えて生活支援員を１人以上配置する。
・宿泊型自立訓練にあっては、生活支援員を前年度の利用者の数を10で除した数以上（１人以上は
	○
	○

	
	常勤）とし、かつ地域移行支援員を１人以上配置する。

※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください
	
	

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	５
	視覚障がい者、聴覚障がい者及び言語障がい者の状況
	視覚・聴覚障害者支援体制加算
	様式第９号

	６
	地域生活移行個別支援特別加算に関する届出書（宿泊型自立訓練に限る）
	地域生活移行個別支援特別加算
	様式第16号

	７
	地域移行支援体制強化加算及び通勤者生活支援加算に係る体制（宿泊型自立訓練に限る）
	地域移行支援体制強化加算、通勤者生活支援加算
	様式第20号

	８
	食事提供体制加算に係る体制
	食事提供体制加算
	様式第24号

	９
	短期滞在に係る体制
	短期滞在加算
	様式第29号

	10
	精神障害者退院支援施設に係る体制
	精神障害者退院支援施設加算
	様式第30号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します。

　(6)　就労移行支援
　　①　指定申請書類

　　　　指定就労移行支援事業の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	指定就労移行支援事業者の指定に係る記載事項
	付表11

	
	
	多機能型事業所の場合には、各事業の付表と付表13を併せて提出
	付表13

	
	３
	一体的に実施する従たる事業所の指定に係る記載事項

（従たる事業所を設置する場合に添付）
	付表11－２

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	事業所の内外の写真
	

	
	６
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	７
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	８
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者初任者研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	10
	就任承諾書
	参考様式６

	
	11
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	12
	運営規程
	

	
	13
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	14
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	15
	組織体制図
	

	
	16
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	17
	就労移行支援計画書の様式（個別支援計画）
	

	
	18
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	19
	給与規程
	

	
	20
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	21
	工賃支給規程等の工賃算定の基準
	

	
	22
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	23
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当の場合のみ）
	参考様式10

	
	24
	協力医療機関との契約の内容
	

	
	25
	案内図又は位置図
	

	
	26
	連携する公共職業安定所、障害者・就業支援センター、特別支援学校等の関係機関のリスト
	


　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	運営規程


	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。なお、施設外支援又は施設外就労を行う場合には、その旨明記が必要です。

　１　事業の目的及び運営の方針
　２　従業者の職種、員数及び職務内容
　３　営業日及び営業時間
　４　利用定員

　５　指定就労移行支援の内容並びに支給決定障害者から受領する費用及びその額

　６　通常の事業の実施地域

　７　サービスの利用に当たっての留意事項

　８　緊急時等における対応方法

　９　非常災害対策

　10　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類

　11　虐待の防止のための措置に関する事項

　12　その他運営に関する重要事項
	○
	○

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：専従(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)

・サービス管理責任者：１人以上は常勤

　　利用者数が60人以下：１人以上
　　利用者数が61人以上：利用者数が60を超えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た
数以上

・職業指導員及び生活支援員

　：前年度の利用者の数を６で除した数以上（職業指導員及び生活支援員いずれも１人以上、かつ１人以上は常勤であること）
・就労支援員

　：前年度の利用者の数を15で除した数以上（１人以上は常勤）
※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください
	○
	

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	５
	視覚障がい者、聴覚障がい者及び言語障がい者の状況
	視覚・聴覚障害者支援体制加算
	様式第９号

	６
	就労移行の状況（就労移行支援用）
	就労移行支援体制加算
	様式第21号

	７
	実務経験及び研修証明書
	就労支援関係研修修了加算
	様式第23号

	８
	食事提供体制加算に係る体制
	食事提供体制加算
	様式第24号

	９
	精神障害者退院支援施設に係る体制
	精神障害者退院支援施設加算
	様式第30号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します。
　(7)　就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）
　　①　指定申請書類

　　　　指定就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）事業の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	指定就労継続支援事業者の指定に係る記載事項
	付表12

	
	
	多機能型事業所の場合には、各事業の付表と付表13を併せて提出
	付表13

	
	３
	一体的に実施する従たる事業所の指定に係る記載事項

（従たる事業所を設置する場合に添付）
	付表12－２

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	事業所の内外の写真
	

	
	６
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	７
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	８
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者初任者研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	10
	就任承諾書
	参考様式６

	
	11
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	12
	運営規程
	

	
	13
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	14
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	15
	組織体制図
	

	
	16
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	17
	就労継続支援計画書の様式（個別支援計画）
	

	
	18
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	19
	給与規程
	

	
	20
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	21
	工賃支給規程等の工賃算定の基準（就労継続支援Ａ型にあっては賃金支給の規程）
	

	
	22
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	23
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当の場合のみ）
	参考様式10

	
	24
	協力医療機関との契約の内容
	

	
	25
	案内図又は位置図
	


　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。

	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	運営規程


	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。なお、施設外支援又は施設外就労を行う場合には、その旨明記が必要です。

　１　事業の目的及び運営の方針
　２　従業者の職種、員数及び職務内容
　３　営業日及び営業時間
　４　利用定員

　５　指定就労継続支援の内容並びに支給決定障害者から受領する費用及びその額

　６　通常の事業の実施地域

　７　サービスの利用に当たっての留意事項

　８　緊急時等における対応方法

　９　非常災害対策

　10　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類

　11　虐待の防止のための措置に関する事項

　12　その他運営に関する重要事項
	○
	○

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間
数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：専従(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)

・サービス管理責任者：１人以上は常勤

　　利用者数が60人以下：１人以上
　　利用者数が61人以上：利用者数が60を超えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た
数以上

・職業指導員及び生活支援員

　：前年度の利用者の数を10で除した数以上（職業指導員及び生活支援員いずれも１人以上、かつ１人以上は常勤であること）
※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください
	○
	

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	利用者数及びサービス提供職員配置基準算定表
	就労継続支援Ａ型（Ｂ型）サービス費(Ⅰ)
	様式第４号

	５
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	６
	視覚障がい者、聴覚障がい者及び言語障がい者の状況
	視覚・聴覚障害者支援体制加算
	様式第９号

	７
	就労移行の状況（就労継続支援用）
	就労移行支援体制加算
	様式第22号

	８
	食事提供体制加算に係る体制
	食事提供体制加算
	様式第24号

	９
	障害基礎年金（１級）受給の状況
	重度者支援体制加算
	様式第25号

	10
	目標工賃達成加算（Ⅰ）届出書（就労継続支援Ｂ型のみ）
	目標工賃達成加算(Ⅰ)
	様式第26号

	11
	目標工賃達成加算（Ⅱ）届出書（就労継続支援Ｂ型のみ）
	目標工賃達成加算(Ⅱ)
	様式第27号

	12
	目標工賃達成指導員対象施設の配置状況（就労継続支援Ｂ型のみ）
	目標工賃達成指導員配置加算
	様式第28号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　指定変更申請時（就労継続支援Ｂ型のみ）
　　　　指定申請した内容のうち、就労継続支援Ｂ型のサービスの量（利用定員）を増加しようとする場合は、

指定変更の申請が必要です。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者・障害者支援施設　指定申請書（変更）及び付表12
	様式第１の２号

	申請書

添付書類
	１
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	２
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	４
	運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）
	


　　　　※　上記以外で、指定変更申請時に併せて変更事項がある場合には、変更事項も併せて添付願います。

　　④　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します（就労継続支援Ａ型のみ。就労継続支援Ｂ型は指定変更申請となります）。

　(8)　多機能型事業所の特例
　　　多機能型事業所の場合には、各サービスで必要となる指定申請書類に加えて、付表13（指定障害福祉サー

ビス事業所に係る多機能型による事業を実施する場合の記載事項）により各サービスを合算した人員数等を

整理して提出します。なお、各サービス別に添付する書類等が重複する場合には、１部のみの提出で差し支えあ

りません。
　　　介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書に関しても、多機能型事業所の場合には、各サービスを一括して記載します。なお、各加算関係書類はサービス別の提出が必要ですが、福祉専門職員配置等加算や視覚・聴覚障害者支援体制加算のように、多機能型事業所全体として適否を判断する加算の場合には、一括して記載します。

　　　なお、勤務体制一覧表については、一括して作成するのではなく、各障害福祉サービス別に従事する職員及び勤務形態を整理願います（職員が兼務する場合であっても、各サービス別に職員名及び勤務形態を作成する）。
　(9)　障害者支援施設
　　①　指定申請書類

　　　　障害者支援施設の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添付します。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	障害者支援施設の指定に関する記載事項
	付表８－１

	
	
	同一の事業所において行う障害福祉サービスに係る従業員の職種・員数に係る記載事項
	付表８－２

	
	
	従業者の職種・員数に係る記載事項
	付表８－３

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	建物の構造概要
	

	
	６
	事業所の内外の写真
	

	
	７
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	８
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	10
	サービス管理責任者初任者研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	11
	就任承諾書
	参考様式６

	
	12
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	13
	運営規程
	

	
	14
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	15
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	16
	組織体制図
	

	
	17
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	18
	施設支援計画書の様式（個別支援計画）
	

	
	19
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	20
	給与規程
	

	
	21
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	22
	工賃支給規程等の工賃算定の基準（就労系サービスに限る）
	

	
	23
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	24
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当の場合のみ）
	参考様式10

	
	25
	協力医療機関との契約の内容
	

	
	26
	案内図又は位置図
	

	
	27
	連携する公共職業安定所、障害者・就業支援センター、特別支援学校等の関係機関リスト（就労移行支援の場合のみ）
	


　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。
	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。
（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	事業所の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・事業所の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	運営規程


	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。なお、施設外支援又は施設外就労を行う場合には、その旨明記が必要です。

　１　指定障害者支援施設の目的及び運営の方針
　２　実施する施設障害福祉サービスの種類

　３　従業者の職種、員数及び職務内容
　４　生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）又は就労移行支援（経過措置で
就労継続支援）に係る営業日及び営業時間
　５　提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの利用定員

　６　提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの内容及び支給決定障害者から受領する費用及びその額

　７　生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）又は就労移行支援（経過措置で就労継続支援）に係る通常の事業の実施地域

８　サービスの利用に当たっての留意事項

　９　緊急時等における対応方法

　10　非常災害対策
	○
	○

	
	　11　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合は当該障害の種類
　12　虐待の防止のための措置に関する事項

　13　その他運営に関する重要事項
	
	

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間
数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：専従(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)

・サービス管理責任者：１人以上は常勤

　　利用者数が60人以下：１人以上
　　利用者数が61人以上：利用者数が60を超えて40又はその端数を増すごとに１を加えて得た
数以上

【生活介護】

・医師：利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために必要な数

・看護職員・理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

　：総数は、指定生活介護事業所又は指定生活介護の単位ごとに、常勤換算方法で、前年度の利用

者の数に係る障害程度区分の平均値に応じた数

　平均値４未満：利用者の数を６で除した数以上

　平均値４以上５未満：利用者の数を５で除した数以上

　平均値５以上：利用者の数を３で除した数以上

※看護職員：単位ごとに、１以上

　理学療法士又は作業療法士

　：利用者に対して日常生活を営むのに必要な機

能の減退を防止するための訓練を行う場合は、

単位ごとに、当該訓練を行うために必要な数

　生活支援員：常勤で単位ごとに、１以上
【機能訓練】

・看護職員・理学療法士又は作業療法士及び生活支援員
	○

	○

	
	　：常勤換算方法で、前年度の利用者の数を６で除した数以上（看護職員、理学療法士又は作業療
法士及び生活支援員のいずれも１人以上、かつ看
護職員及び生活支援員は１人以上は常勤）
　理学療法士又は作業療法士の確保が困難な場合には、機能訓練指導員（日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する看護師等）を配置する。

・訪問による指定自立訓練（機能訓練）を併せて提供する場合には、上記に加えて生活支援員を１人以上配置する。

【生活訓練】

・生活支援員

　：前年度の利用者の数を６で除した数以上（１人以上は常勤）
　健康上の管理等の必要がある利用者がいるため

に看護職員を必要とする事業所においては、生活支援員及び看護職員に総数は、常勤換算方法で、前年度の利用者の数を６で除した数以上（生活支援員及び看護職員それぞれ１人以上）

・訪問による指定自立訓練（生活訓練）を併せて提供する場合には、上記に加えて生活支援員を１人以上配置する。

【就労移行支援】

・職業指導員及び生活支援員

　：前年度の利用者の数を６で除した数以上（職業指導員及び生活支援員いずれも１人以上、かつ１人以上は常勤であること）
・就労支援員

　：前年度の利用者の数を15で除した数以上（１人以上は常勤）
【就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）】

・職業指導員及び生活支援員

　：前年度の利用者の数を10で除した数以上（職業指導員及び生活支援員いずれも１人以上、かつ１人以上は常勤であること）
※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください

※３　医師等については、免許状等の写しを添付願います。

※４　各サービス別に職員が従事する時間等を整理願います（兼務職員でもそれぞれのサービス時間に応じて明記する）。
	○
	○

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	利用者数及びサービス提供職員配置基準算定表
	就労継続支援Ａ型（Ｂ型）サービス費(Ⅰ)
	様式第４号

	５
	人員配置体制加算に関する届出書（生活介護）
	人員配置体制加算
	様式第７号

	６
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書（日中活動系サービス）
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	７
	視覚障がい者、聴覚障がい者及び言語障がい者の状況（日中活動系サービス）
	視覚・聴覚障害者支援体制加算
	様式第９号

	８
	リハビリテーション加算に関する届出書（生活介護、機能訓練）
	リハビリテーション加算
	様式第10号

	９
	重度障がい者の状況（施設入所支援）
	重度障害者支援加算（Ⅰ）
	様式第13号

	10
	重度障害者支援加算（Ⅱ）届出書（施設入所支援）
	重度障害者支援加算（Ⅱ）
	様式第14号

	11
	栄養士配置加算及び栄養マネジメント加算に関する届出書（施設入所支援）
	栄養士配置加算、栄養マネジメント加算
	様式第15号

	12
	地域生活移行個別支援特別加算に関する届出書（施設入所支援）
	地域生活移行個別支援特別加算
	様式第16号

	13
	夜勤職員配置体制加算に関する届出書（施設入所支援）
	夜勤職員配置体制加算
	様式第17号

	14
	夜間看護体制加算に関する届出書（施設入所支援）
	夜間看護体制加算
	様式第18号

	15
	就労移行の状況（就労移行支援用）
	就労移行支援体制加算
	様式第21号

	16
	就労移行の状況（就労継続支援用）
	就労移行支援体制加算
	様式第22号

	17
	食事提供体制加算に係る体制（通所利用者分）
	食事提供体制加算
	様式第24号

	18
	障害基礎年金（１級）受給の状況（就労継続支援）
	重度者支援体制加算
	様式第25号

	19
	目標工賃達成加算（Ⅰ）届出書（就労継続支援Ｂ型のみ）
	目標工賃達成加算(Ⅰ)
	様式第26号

	20
	目標工賃達成加算（Ⅱ）届出書（就労継続支援Ｂ型のみ）
	目標工賃達成加算(Ⅱ)
	様式第27号

	21
	目標工賃達成指導員対象施設の配置状況（就労継続支援Ｂ型のみ）
	目標工賃達成指導員配置加算
	様式第28号

	22
	短期滞在に係る体制（生活訓練のみ）
	短期滞在加算
	様式第29号

	23
	精神障害者退院支援施設加算に係る体制（生活訓練、就労移行支援のみ）
	精神障害者退院施設支援加算
	様式第30号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。
　　③　指定変更申請時
　指定申請した内容のうち、(Ⅰ)施設障害福祉サービスの種類を変更する場合、又は（Ⅱ）入所定員（生

活介護に係るものに限る）を増加する場合には、変更申請が必要です。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者・障害者支援施設　指定申請書（変更）及び付表８－１、８－１、８－３
	様式第１の２号

	申請書

添付書類
	１
	建物の構造概要及び平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	２
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	４
	運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）
	


　　※　上記以外で、指定変更申請時に併せて変更事項がある場合には、変更事項も併せて添付願います。

　　④　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します（ただし、生活介護及び就労継続支援Ｂ型にあっては、変更届ではなく、指定変更申請となります）。

　(10)　共同生活介護、共同生活援助（一体型共同生活介護を含む）
　　①　指定申請書類

　　　　共同生活介護、共同生活援助（一体型共同生活介護を含む）の指定申請は、次に掲げる書類を作成・添

付します。なお、一体型共同生活介護事業所にあっては、共同生活介護及び共同生活援助の双方の指定を

受ける必要がありますが、申請書類は一括記載することとなります。
	項目
	番号
	書類名称
	様式番号

	申請書類
	１
	指定障害福祉サービス事業者　指定申請書
	様式第１号

	
	
	他の法律において既に指定を受けている事業等について
	別　紙

	
	２
	共同生活介護事業所・共同生活援助事業所の指定に係る記載事項

（その１、その２）
	付表７

	申請書

添付書類
	１
	障害者自立支援法第36条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書
	参考様式１

	
	２
	役員等名簿
	参考様式２

	
	３
	申請者の定款、寄附行為等及び登記事項証明書又は条例等
	

	
	４
	事業所の平面図（既存の図面でもよい）
	参考様式３

	
	５
	共同生活住居の構造概要
	

	
	６
	共同生活住居の内外の写真
	

	
	７
	設備・備品等一覧表
	参考様式４

	
	８
	管理者の経歴書
	参考様式５

	
	９
	サービス管理責任者の経歴書
	参考様式５

	
	10
	サービス管理責任者初任者研修、相談支援従事者初任者研修（講義部門）の研修修了証の写し
	

	
	11
	就任承諾書
	参考様式６

	
	12
	実務経験証明書（または実務経験見込証明書）
	参考様式７

	
	13
	運営規程
	

	
	14
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	参考様式８

	
	15
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	参考様式９

	
	16
	組織体制図
	

	
	17
	資産の状況（資産の目録、事業計画書、損害保険証書の写し等）
	

	
	18
	共同生活介護、共同生活援助計画の様式（個別支援計画）
	

	
	19
	就業規則（従業者10名未満の場合は雇用関係書類）
	

	
	20
	給与規程
	

	
	21
	経理規程（日常生活費の経理を含む）
	

	
	22
	従業者の資格を証するもの（写し）
	

	
	23
	主たる対象者を特定する場合の理由等（該当の場合のみ）
	参考様式10

	
	24
	協力医療機関との契約の内容
	

	
	25
	案内図又は位置図
	

	
	26
	他の障害福祉サービス事業者など関係機関との連携及び支援体制の概要
	参考様式11

	
	27
	入所定員又は精神科病院の精神病床数の減少計画書（地域移行型ホームに限る）
	


　　※１　一体型共同生活介護事業所の指定申請にあっては、付表７の指定申請する事業について、共同生活介護、共同生活援助いずれにも○を付します。

　　※２　地域移行型ホームの指定を申請する場合には、共同生活介護事業所・共同生活援助事業所の指定に係る記載事項（その１、その２）（付表７）に代えて、共同生活介護事業所（地域移行型ホーム）・共同生活援助事業所（地域移行型ホーム）の指定に係る記載事項（その１、その２）（付表７－２）を作成・添付します。
　　　作成・添付する資料については、次の点に留意して作成願います。
	添付書類
	説　　明
	必要な時

	
	
	申請時
	変更時

	申請者の定款、寄附行為及びそ

の登記事項証明書又は条例等
	・障害福祉サービスに関する事業を実施する旨の記載のある定款・寄附行為の写し（原本証明を要する）及び登記事項証明書を添付します。

（原則、定款変更手続を事前に済ませておく）
	○
	○

（当該指定に係る事業に関するものに限る）

	共同生活住居の平面図等
	・各室の用途・面積を記載する。

・他事業と事業所を共用する場合には、本事業の専用部分と共用部分を色分け願います。

・共同生活住居の全景を撮影した写真及びパンフレットを添付願います。
	○
	○

	管理者の経歴書
	・当該事業所の管理者の住所、氏名、電話番号、生年月日、主な職歴等を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合には、併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	サービス管理責任者の経歴書
	・当該事業所のサービス管理責任者の住所、氏名、電話番号、生年月日、経歴を記載します。

・当該事業に関する資格を有する場合や研修の受講状況を併せて記載してください。

・必要な実務経験に関する証明書を添付します。
	○
	○

	
	・「実務経験（3～10年）」＋「相談支援従事者初任者研修（講義部門）」＋「サービス管理責任者初任者研修」が要件です。実務経験の詳細な要件は、指定基準の部を参照願います。
	
	

	運営規程


	　次の内容について、具体的かつわかりやすく定めてください。体験利用に供する場合には、その旨明記が必要です。

　１　事業の目的及び運営の方針

　２　従業者の職種、員数及び職務の内容

　３　入居定員（各共同生活住居ごとに）

　４　指定共同生活介護（援助）の内容及び支給決定障害者から受領する費用及びその額

　５　入居に当たっての留意事項

　６　緊急時における対応方向

　７　非常災害対策

　８　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

　９　虐待の防止のための措置に関する事項

　10　その他運営に関する重要事項
	○
	○

	
	「支給決定障害者等から受領する費用及びその額」については、利用者から徴収する内容及びその額を全て網羅し、料金表を添付するなど、具体的に定めてください。
	
	

	利用者からの苦情を処理する

ために講ずる措置の概要
	　次の事項について、具体的かつわかりやすく記載してください。

　１　利用者等からの相談又は苦情等に対応する常設窓口（連絡先）、担当者（苦情受付担当者）

　２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

　３　その他参考事項
	○
	

	勤務体制一覧表
	・管理者及び従業者全員の、毎日勤務すべき時間
数について、指定後直近の月の４週間分を記載する。

＜職種の分類＞

・管理者：専従(ただし、業務上支障がない場合は他職種を兼ねることは差し支えない)
	○

	○

	勤務体制一覧表
	・サービス管理責任者：

　　利用者数が30人以下：１人以上

　　利用者数が30人以上：利用者数が30を超えて30又はその端数を増すごとに１を加えて得た
数以上

【共同生活介護（一体型共同生活介護を含む）】

・世話人：常勤換算方法で、利用者の数を６で除した数以上

・生活支援員：常勤換算方法で、算定して得た数の合計数以上

　　障害程度区分３に該当する利用者の数を９で除した数

　　障害程度区分４に該当する利用者の数を６で除した数

　　障害程度区分５に該当する利用者の数を４で除した数

　　障害程度区分６に該当する利用者の数を2.5で除した数

【共同生活援助】

・世話人：常勤換算方法で、利用者の数を10で除した数以上
※１　組織体制図を添付願います。

※２　資格が必要な職種は、資格証等の写しを氏名を記載した順に揃えて添付してください

※３　各共同生活住居別に従事する時間等を分けて作成願います。
	○
	○

	資産の状況
	・事業用資産（土地・建物）の権利を確認できる書類（登記事項証明書、賃貸借契約書等の写し）を添付願います。

・当該年度の事業計画書及び収支予算書、貸借対照表、財産目録等を添付願います。

・損害賠償発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）を添付願います。
	○
	

	協力医療機関との契約内容
	・協力医療機関との契約内容が分かるもの（業務委託契約書の写し等）を添付願います。
	○
	○

	設備、備品等一覧表
	・当該事業で活用する主な設備、備品等を記載願います。
	○
	○

	主たる対象者を特定する場合

の理由等
	・サービスの主たる対象者を限定する場合のみ記載します。

　１　申請に係る指定障害福祉サービスの主たる対象者

　２　主たる対象者を特定する理由

　３　今後における主たる対象者の拡充予定
	○
	○

	障害者自立支援法第36条第３

項各号の規定に該当しない旨

の誓約書及び役員等名簿
	・申請者及びその役員が法36条に定める欠格事由に該当していないことを誓約いただくものです。役員等の変更があった場合にも、誓約書（変更の役員分）を提出くださるようお願いします。
	○
	○


　　②　介護給付費等算定に関する届出書
　　　　指定申請書類と併せて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書を提出します。

	番号
	書類名称
	必要な加算等
	様式番号

	１
	介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書
	共通
	様式第１号

	２
	介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表
	共通
	様式第２号

	３
	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表
	共通
	様式第３号

	４
	利用者数及びサービス提供職員配置基準算定表
	基本報酬の該当単位
	様式第４号

	５
	福祉専門職員配置等加算に関する届出書
	福祉専門職員配置等加算
	様式第８号

	６
	重度障がい者の状況（共同生活介護）
	重度障害者支援加算
	様式第13号

	７
	地域生活移行個別支援特別加算に関する届出書
	地域生活移行個別支援特別加算
	様式第16号

	８
	共同生活援助及び共同生活介護に係る体制
	共通
	様式第31号

	９
	共同生活援助及び共同生活介護における単身生活移行の状況
	自立生活支援加算
	様式第32号

	10
	夜間支援体制加算届出書（共同生活介護）
	夜間支援体制加算
	様式第33号

	11
	夜間防災体制加算届出書（共同生活援助）
	夜間防災体制加算
	様式第34号


　　　※　指定申請時は、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表は、指定申請書類と重複するため、省略して差し支えありません。

　　③　変更届
　　　　指定申請した内容のうち、次の事項に変更があった場合には、変更の届出が必要です。

　　　　

　　※１　変更時には、変更届出書（様式第２号）のほか、指定申請時から変更となる書類を添付してください。

　　※２　利用定員の増加を伴うものは、従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表を添付します。


３　指定申請書類記載例
４　指定変更申請書、変更届等記載例
５　介護給付費等算定に係る体制等に

関する届出書記載例
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障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス事業所・施設の運営に係る





基本テキスト
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２





１





・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・共同生活住居の構造概要及び平面図並びに設備の概要


・管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容


・障害者支援施設等との連携体制及び支援の体制の概要


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・設置者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要


・施設の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・事業所の平面図及び設備の概要


・事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・事業所の平面図及び設備の概要


・事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容


・連携する公共職業安定所、障害者・就業支援センター、特別支援学校等の名称


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・事業所の平面図及び設備の概要


・事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・事業所の平面図及び設備の概要


・事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・事業所の種別（本体施設の種別の変更のこと：併設型事業所又は空床型事業所に限る）


・事業所の平面図及び設備の概要


・併設型事業所における利用定員数、空床型事業所における入所施設の定員数


・事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・事業所の平面図及び設備の概要


・事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。








・事業所の名称及び所在地


・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所


・申請者の定款、寄附行為及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限る）


・事業所の平面図及び設備の概要


・事業所の管理者及びサービス管理責任者の氏名、経歴及び住所


・運営規程（改正に係る理事会等議事録を添付する）


・協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容


・申請に係る事業の介護給付費の請求に関する事項（介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書の変更事項）　※報酬区分や加算の変更はこれに該当します。











・法人格を有すること（障害者支援施設の場合は、原則として地方公共団体又は社会福祉法人であること）。


・事業所又は施設の指定基準を満たすこと（詳細は、指定基準の部のテキストに記載しています）。


・適正な運営が見込めること。








≪障害者自立支援法第36条≫


（指定障害福祉サービス事業者の指定）


第36条　第29条第１項の指定障害福祉サービス事業者の指定は、厚生労働省令（障害者自立支援法施行規則）で定めるところにより、障害福祉サービス事業を行う者の申請により、障害福祉サービスの種類及び障害福祉サービス事業を行う事業所ごとに行う。


　２　就労継続支援その他の厚生労働省令で定める障害福祉サービス（以下、「特定障害福祉サービス」という。これは、生活介護及び就労継続支援Ｂ型である）に係る前項の申請は、当該特定障害福祉サービスの量を定めてするものとする。


　３　都道府県知事は、第１項の申請があった場合において、第１号から第３号まで、第５号から第７号まで、第９号又は第10号（療養介護に係る指定の申請にあっては、第２号から第11号まで）のいずれかに該当するときは、指定障害福祉サービス事業者の指定をしてはならない。


　　一　申請者が法人でないとき。


　　二　当該申請に係るサービス事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第43条第１項の厚生労働省令で定める基準に達していないとき（指定基準に達していない場合を指す）。


　　三　申請者が、第43条第２項の厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な障害福祉サービス事業の運営をすることができないと認められるとき。


　　四　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。


　　五　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもののの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。


　　六　申請者が第50条第１項の規定により指定を取り消され、その取り消しの日から起算して５年を経過していない者（当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日前60日前以内に当該法人の役員又はそのサービス事業所を管理する者その他政令で定める使用人（以下「役員等」という。）であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過していない者を含む。）であるとき。


　　七　申請者が、第50条第１項の規定による指定の取消し処分に係る行政手続法第15条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第46条第１項の規定による事業の廃止の届出をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過していないものであるとき。


　　八　前号に規定する期間内に第46条第１項の規定による事業の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前60日以内の当該届出に係る法人の役員等又は当該届出に係る法人でない者の管理者であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。


　　九　申請者が、指定の申請前５年以内の障害福祉サービスに関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。


　　十　申請者が、法人で、その役員等のうちに第４号から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。


　　十一　申請者が、法人でない者で、その管理者が第４号から第９号までのいずれかに該当する者であるとき。


























【新規指定申請（更新申請もほぼ同じです）に係るフロー図】





事業者・施設





所轄振興局等





※　事前協議書類は、申請書類に準じたものです。


事前に準備のうえ、振興局等の担当職員の事前協議を受けてください。








事前協議書





事前協議


（事前に予約願います）








書面審査・指定事務





※申請書類に不備がある場合は、受付できませんので留意願います。





申請書作成


２部（正副各１部）








指定指令書の交付、岩手県報への登載


各市町村等への通知








指定指令書の送付





※更新の場合は、岩手県報の告示は不要





※申請書類に不備がある場合は、受付できませんので留意願います。





所轄振興局等





事業者・施設





【指定変更申請に係るフロー図】





付表3生活介護





添付書類





指定申請書及び誓約書（副本）





指定申請書及び誓約書（正本）

















付表11就労移行支援





付表13　多機能型事業所の総括表





書面審査


指定(変更)事務





変更申請書作成


２部（正副各１部）





変更指定指令書の交付、各市町村等への通知





指定変更指令書の送付





≪障害者自立支援法第37条第１項≫


　指定障害福祉サービス事業者は（特定障害福祉サービスに係るものに限る。）は、第29条第１項の規定に係る障害福祉サービスの量を増加しようとするときは、あらかじめ、厚生労働省令に定めるところにより、当該指定障害福祉サービス事業者に係る同項の指定の変更を申請することができる。


≪障害者自立支援法第39条第１項≫


　指定障害者支援施設の設置者は、第29条第１項の指定に係る施設障害福祉サービスの種類を変更しようとするとき、又は当該指定に係る入所定員を増加しようとするときは、あらかじめ、厚生労働省令で定めるところにより、当該指定障害者支援施設に係る同項の指定の変更を申請することができる。

















≪障害者自立支援法第41条（抄）≫


　第41条　第29条第１項の指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設の指定並びに第32条第１項の指定相談支援事業者の指定は、６年ごとにそれらの更新を受けなければ、その期間の経過によって、それらの効力を失う。


　２　前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下、「指定の有効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がなされるまでの間は、なおその効力を有する。


　３　前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。











送付





事業者・施設





所轄振興局等





※届出書類に不備がある場合は、受付しない。





変更届作成


1部（正本）





書面審査、


変更届受理





【届出に係る加算等の算定の開始時期】


　届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る）については、利用者や指定相談支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月15日以前になされたものは翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から算定を開始するものとする。





所轄振興局等





事業者・施設





送付





変更届作成


2部（正副各1部）





※届出書類に不備がある場合は、受付しない。





書面審査、


変更届受理





受理通知





≪障害者自立支援法第46条≫


　第46条　指定障害福祉サービス事業者又は指定相談支援事業者は、当該指定に係るサービス事業所又は相談支援事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は当該指定障害福祉サービス若しくは指定相談支援の事業を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、厚生労働省令で定めるところにより、10日以内に、その旨を都道府県知事に届出なければならない。


　２　指定障害者支援施設の設置者は、設置者の住所その他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、厚生労働省令で定めるところにより、10日以内に、その旨を都道府県知事に届出なければならない。








≪障害者自立支援法第47条≫


　第47条　指定障害者支援施設は、三月以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができる。











